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平 成 2 6 年 6 月 1 2 日 本会議発言  

 

質 問 項 目 要 旨 

認知症地域支援推進員

について 

データー数値推計の上から、現在甲府市の「認

知症家族を介護する男性介護者数」は県下他市

よりも非常に多く、2025 年に向けて今後増加の

一途を辿るものと考えます。支援を必要とする

声にならない声や相談ニーズも高いものと推察

できる事から、男性介護者ニーズの実態調査実

施と共に、今後配置される「認知症地域支援推

進員」が、具体的に男性介護者からの実情や困

り事を聞き、県設置の相談窓口へ繋げる体制構

築をして頂きたいと考えますが、当局の御所見

をお伺いします。 
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○「甲府市の認知症 

地域支援推進員施策について」 

次に甲府市の「認知症地域支援推進員」施策について質

問を致します。団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年に向

け、国の政策として「地域包括ケアシステムの構築」実施

が、今 26 年度からスタートし始めました。 

甲府市の満足度調査、自由意見の中には「地域で助け合

う体制づくりも必要である」と有りました。切実な市民の

お声だと思います。特に、フォーマル・インフォーマルな

支援の両面を必要とする「認知症介護」更にその中でも 

「認知症家族の男性介護者」については、光を当てるべき

部分だとも考えます。 

山梨県内でも過去不幸な事に、認知症介護の苦悩が一因

とみられる心中や傷害致死事件が相次いだ事があります。

いずれも男性が母や妻をひとりで介護しており、事件から

は家族や地域から孤立した「男性介護者」の姿が浮かび上

がってきます。過去の「傷害致死事件」を調べると「女性

より、最も多いのは息子が加害者の場合で、2 番目に多いの
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は夫が加害者の場合。傷害致死加害者の割合は息子と夫を

合わせ全体の 6割以上を占めている」ことも判っています。 

韮崎市を中心に活動されている男性介護者「やろうの会」

を主宰する清水昭二会長さんからお聞きしましたが「男性

介護者は強がって見せているが、悩みが深い」ことを挙げ

「周りの人に見えにくい、最後の限界までひとりで頑張っ

てしまう」と指摘され、相次ぐ事件については「ひとごと

じゃない、誰もがいつ介護者になるかわからない。男性介

護者を孤立させない方法をみなで考える。答えはひとつじ

ゃないからこそ、それが第一歩だと思う」とも話されてい

ました。 

この「互助」で支え合っている「やろうの会」には、デ

イサービスの所長・ケアマネさんや、地域医療を担う医師・

看護士など専門職の方々がメンバーにおり、それぞれの分

野の制度説明を詳しく介護者にしています。地域のつなが

りを再構築すると同時に、このようなインフォーマルな「新

しい人間関係が出来る、新たな繋がりを作る」必要性も感

じます。しかし現状は、介護の協力者の有無にかかわらず、
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実質的に自分一人で介護を担っている状況にある方が多い

と聞きます。しかも身近にこういった相談できる支援団体

は少なく、存在したとしても参加しにくい状況にあります。 

そして地域についても一応交流があり介護をしている 

状況を知ってもらってはいても、当然 具体的な介護の協力

を得らない現実がある事もお聞きします。 

先ほどの様な理想的な集まりが有れば、男性介護者も直

接悩みを相談できますが、県内では余り活発で無い事、  

そして本市も同様に、この様な男性介護者に特化した私的

な集まりは確認されていない事だと聞いております。 

しかし縷々述べた通り潜在ニーズがある事は予想されます。 

これを少し数値の上から推計してみたいと思います。 

H25 年度「山梨県高齢者福祉基礎調査の甲府市の項目」で、

65 歳以上の認知症者数、男性の合計 1,855 人に対し、女性

の合計は 4,389 人あり、介護している場所も、負担が大き

い在宅が 4,434 人とあります。この中から男性介護者と成

りうる要素が高い事も予測できますので実態把握をする事

は必要だと考えます。 
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国の地域包括ケアシステムでのニーズ調査には確かに 

この項目が入っていませんが、男女、子、配偶者等、誰が

介護をしているのか精査し、この上で男性一人での介護の

ニーズ調査をする必要があるものと思われます。 

さて基礎自治体市町村では、新たな地域支援事業として

本 26 年度から「認知症地域支援推進員」の実施に取り組む

事とされております。甲府市は次期計画策定の中で、現状

や今後の予測等を踏まえながら検証し、必要な事業の実施

等について検討して行く御予定である事を過日お聞きしま

した。 

国からの、この支援推進員の位置付けとしては「支援機

関をつなぐコーディネーター」で有り、重要な 地域と言う

キーワードで「地域における認知症の支援体制構築を図る

こと」とされており、H30 年 4 月までには実施する事とされ

ています。 

これと併せて県が行う事とする「認知症施策普及・相談・

支援実施事業」実施要綱には、相談体制の設置が出来る事

として有り「4、事業内容」の項目に「認知症地域支援推進
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員」と連携して、事業を推進する事となっています。 

男性介護者の単独窓口を設置しても利用が少ない見込み

の現状です。この制度に拠り現在も御苦労されている地域

包括支援センター担当職員を強力にバック Up出来る体制や

陣容も厚く出来る事から、その中での困り事を県に繋げら

れる体制として頂き、不幸な事件の発生未然防止と、制度

の狭間にある男性介護者の更なる サポートとして戴きた

いものと考えます。 

そこで質問します。この様な事から、支援を必要とする

声にならない声や相談ニーズは決して低いものではないも

のと推察できますので、男性介護者ニーズの、実態調査の

実施と共に、今後配置される「認知症地域支援推進員」で、

充当される事で進む、より一層の男性介護者サポート  

体制造りと、相談が有った場合など、県などの相談窓口等

へ繋げられる体制構築をして頂きたいと考えますが、当局

の御所見をお伺いします。 
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＜ 市当局答弁 ＞ 

○福祉部 輿石 十直 部長 

認知症地域支援推進員について答えさせていただきます。 

我が国における認知症高齢者数は、平成２２年に約２８

０万人であったものが、平成３７年には約４７０万人に達

すると見込まれております。 

こうした中、国の認知症施策推進５カ年計画においては、

認知症になっても住みなれた地域で安心して暮らしていけ

るよう、地域の実情に応じて、医療機関・介護サービス事

業所や地域の支援機関をつなぐコーディネーターとしての

役割を担う認知症地域支援推進員を中心として、認知症の

方やその御家族を支援するための各種事業を実施すること

としております。 

本市における４月の認知症高齢者数は６，７６４人であ

りますが、高齢化の進展に伴い今後も増加していくことが

見込まれますことから、認知症地域支援推進員の設置につ

きましては、今年度策定する甲府市高齢者支援計画におい

て、現状や今後の予測等を踏まえる中で検討してまいりた
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いと考えております。 

また、認知症介護者等のニーズにつきましては、昨年度

に在宅の方々を対象として、甲府市介護サービス利用者満

足度調査等を実施し、介護をしている方々の年齢や性別を

初め、介護上の悩みや今後の意向などの調査を実施したと

ころであります。 

このほか、認知症の早期発見と早期治療を目的として、

本年２月より開始しましたもの忘れ相談体制により、認知

症の方やその御家族から相談を受け、本市及び地域包括支

援センターが専門の医療機関等につなげる支援体制を構築

したところであります。 

今後におきましても、認知症施策の普及・相談・支援を

実施する山梨県の関係機関、甲府市、及び市内９カ所の地

域包括支援センターが連携するとともに、情報の共有を図

る中で、高齢者を地域全体で支え、介護する側も介護され

る側も、男女の差なく、いつまでも住みなれた地域で安 

心して暮らしていける地域包括ケア体制の構築に努めて

まいります。以上でございます。 
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＜ 再質問としての要望 ＞ 

詳細な御答弁を賜りまして、大変にありがとうございま

した。まだまだこの認知症、それから男性介護者の問題に

ついては、２０２５年に向けてふえる傾向性があることと

いうのは予測ができます。認知症介護家族のデータをとら

れていることについても確認をさせていただきました。 

また、これから先は認知症男性介護者に特化しての対策

というのも、先ほどのいろいろな事例もありますとおり、

必要になってくること、これは大いに予測がつくものと思

います。 

基礎調査から数字を精査して、まずは何人がいるのかと

いう、目指す先がわからなければ、今後に向け打つ手がお

くれてしまう場合も考えられます。介護に時間をとられる

ことで、男性介護者というのは時間的、経済的にも大変な

場合がありますし、親をどうしても自分で見なければなら

ないことで仕事をやめなければならない、あるいは仕事量

を減らさなければならないことや、家事の問題等山積みだ

と考えます。 
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国からの新しい制度である地域包括支援システムの制度

の趣旨を十分酌んでいただき、柔軟性をもって今後の施策

の御検討もしていただきたいものと考えます。ぜひともよ

ろしくお願いをいたします。 

最後に１点だけ、要望を付して終わりたいと思います。 

支援事業など公助でのフォーマルな施策推進も非常に重要

なことだと思いますが、前段で述べたように、地域連携や

インフォーマルな支援団体の互助もこれからはさらに重要

になってくると思うんです。このようなボランティアや私

的の団体が立ち上がりやすい環境整備とか、市民の皆さん

から声が上がって、こういうようなサポートをする会が立

ち上がるときには、大事なことなので、ぜひ行政で後押し

をしていただきたいと考えます。この件につきましては要

望させていただき、終わりたいと思います。 


